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道州制の基本条件 

2007.04.19 

堺屋太一 

 

（１） 道州制の目的 

① 規格大量生産型の近代工業社会から、多様性と独創性を尊ぶ知価社会型に転換する。 

② 一国繁栄主義の対面情報社会から、グローバル時代の通信情報社会に転換する。 

③ 情報発信機能も外国情報が東京にのみ集中した｢情報出島｣構造を解消、各道州に情

報機能を高める。 

④ 公共事業、教育、医療、産業振興、観光、運輸等の政策と行政に地域の特性を反映

させる。 

⑤ 人心を一新、古い規格基準を一掃する。 

⑥ 以上の結果として、地域の個性を発揮し、国民や企業の選択肢を拡げ、以って国土

の多様な発展を促す。 

 

（２） 道州制が満たすべき条件 

① 自立可能な道州 

各道州は財政、行政能力、産業育成、人材の調達と育成、情報の受発信、文化の創

造等で自立できる規模と体質と気概を持つ。 

② 国と道州の対等、住み分け 

国は皇室、外交、防衛、通貨、通商政策、移民政策、大規模犯罪、国家プロジェク

ト、大規模災害、高等司法、究極的なセーフティーネット、全国的な調査統計、民

法商法刑法等の基本法に関すること、市場競争確保、財産権、国政選挙、国の財政

税制の１７業務に限る。 

③ 道州内の地域の調整は道州が行う。 

道州間調整は「道州間調整委員会」が行う。 

道州間調整のための財源として、租税の一部を「道州調整基金」に入れる（国税又

は地方税から出すのではない）。 

④ 国の行財政には道州の意見が、道州の行財政には国の意見が反映されることが望ま 

しい。このために「国・道州協議会」を設ける。 
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（３） 道州は民主的に運営する。 

① 道州の首長は直接選挙とする。 

② 道州は議会を持つ。道州議会は行財政と立法の強い権限を持つ。 

国の規制は国会で承認された法律と閣議承認の政令に留め、それ以下の細則（省令

以下）は道州に託す。 

③ 地方自治の基本は市町村であることを確認する。 

国は市町村に直接命令や指導は行わない。国の地方機関は、上記17業務に限る。 

④ 道州の公務員は各道州が採用する。 

国家公務員の規模は、自衛官を除き現行の1/4程度とする。 

道州公務員の国への出向と国家公務員の道州への出向は同数同級を原則とする。 

⑤ 道州間の人、物、金、情報、企業立地の移動は完全自由とする。 

⑥ 道州の起債は市場において自由に行う（自由金利制で倒産（デフォルト）の可能性

もある）。 

⑦ 租税、社会保険などの徴収は、道州に一元化する。 

⑧ 道州および市町村の行政経営を評価する機関を複数設け、各道州、各市町村は複数

の評価機関の評価を受け、公表することとする。 
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図１．工業社会型日本の構造 
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図２． 日本型と英国型 
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